
1 

 

京都府後期高齢者医療広域連合個人情報の保護に関する法律施行

条例施行規則 

令和５年３月２９日 

規則第３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号。以下「法」という。）及び京都府後期高齢者医療広域連合個人

情報の保護に関する法律施行条例（令和５年条例第３号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。  

（用語） 

第２条 この規則において使用する用語は、法及び条例において使用す

る用語の例による。  

（登録簿の記載事項） 

第３条 条例第３条第１項第８号に規定する別に定める事項は、次に掲

げる事項とする。 

 ⑴ 個人情報取扱事務の届出年月日  

 ⑵ 個人情報取扱事務の根拠法令  

 ⑶ 個人情報取扱事務の外部委託の有無  

２ 条例第３条の規定による個人情報取扱事務の登録簿は、個人情報取

扱事務登録簿（第１号様式）とする。 

（開示請求書） 

第４条 法第７７条第１項の書面は、開示請求書（第２号様式）とする。 

（開示決定通知書） 

第５条 法第８２条第１項の書面は、開示決定通知書（第３号様式）と

する。 

２ 法第８２条第２項の書面は、開示をしない旨の決定通知書（第４号

様式）とする。 

（開示決定等期限延長通知書） 

第６条 法第８３条第２項の書面は、開示決定等期限延長通知書（第５

号様式）とする。 

（開示決定等期限特例延長通知書） 

第７条 法第８４条の書面は、開示決定等期限特例延長通知書（第６号
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様式）とする。 

（第三者意見照会書等） 

第８条 法第８６条第１項の規定による通知は、第三者意見照会書（第

７号様式）により行うものとする。  

２ 法第８６条第２項の書面は、第三者意見照会書（第８号様式）とす

る。 

３ 法第８６条第１項又は第２項の意見書は、第三者開示決定等意見書

（第９号様式）とする。 

４ 法第８６条第３項の書面は、開示決定通知を行った旨の反対意見書

提出者への通知書（第１０号様式）とする。 

（電磁的記録の開示方法） 

第９条 法第８７条第 1 項に規定する行政機関の長等が定める方法は、

次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応じ、当該各号に掲げる方法（プ

ログラム（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることが

できるように組み合わされたものをいう。以下同じ。）を用いて行う必

要があるものにあっては、広域連合の機関が保有するプログラムによ

り行うことができるものに限る。）とする。  

⑴ 録音テープ、ビデオテープその他音声又は映像が記録された電磁

的記録 当該電磁的記録を専用機器により再生したものの視聴又は

複写したものの交付  

⑵ 前号に規定する電磁的記録以外の電磁的記録  当該電磁的記録を

用紙に出力したものの閲覧又は交付  

２ 前項に定める方法による電磁的記録の開示にあっては、行政機関の

長等は、当該電磁的記録の保存に支障を生ずるおそれがあると認める

ときその他正当な理由があるときは、当該電磁的記録を複写したもの

又は用紙に出力したものの写しにより、これを行うことができる。  

（費用の負担等） 

第１０条 条例第４条第２項に規定する規則で定める写し等の作成に要

する費用の額は、別表に定めるとおりとする。  

２ 条例第４条第２項に規定する写し等の送付に要する費用の額は、当

該写し等の送付に要する郵便料金相当額とする。 

（訂正請求書） 
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第１１条 法第９１条第１項の書面は、訂正請求書（第１１号様式）と

する。 

（訂正決定通知書等） 

第１２条 法第９３条第１項の書面は、訂正決定通知書（第１２号様式）

とする。 

２ 法第９３条第２項の書面は、訂正をしない旨の決定通知書（第１３

号様式）とする。 

（訂正決定等期限延長通知書） 

第１３条 法第９４条第２項の書面は、訂正決定等期限延長通知書（第

１４号様式）とする。 

（訂正決定等期限特例延長通知書） 

第１４条 法第９５条の書面は、訂正決定等期限特例延長通知書（第１

５号様式）とする。 

（保有個人情報提供先への訂正決定通知書） 

第１５条 法第９７条の書面は、保有個人情報提供先への訂正決定通知

書（第１６号様式）とする。 

（利用停止請求書） 

第１６条 法第９９条第 1 項の書面は、利用停止請求書（第１７号様式）

とする。 

（利用停止決定通知書等） 

第１７条 法第１０１条第１項の書面は、利用停止決定通知書（第１８

号様式）とする。 

２ 法第１０１条第２項の書面は、利用停止をしない旨の決定通知書（第

１９号様式）とする。 

（利用停止決定等期限延長通知書） 

第１８条 法第１０２条第２項の書面は、利用停止決定等期限延長通知

書（第２０号様式）とする。 

（利用停止決定等期限特例延長通知書） 

第１９条 法第１０３条の書面は、利用停止決定等期限特例延長通知書

（第２１号様式）とする。 

（諮問をした旨の通知書） 

第２０条 法第１０５条第２項の規定による通知は、諮問をした旨の通
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知書（第２２号様式）により行うものとする。  

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。  

（京都府後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例施行規則の廃止）  

２ 京都府後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例施行規則（以下「旧

規則」という。）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の日前に行われた旧規則による請求に係るものにつ

いては、なお従前の例による。  
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別表（第１０条関係） 

１．写し等の作成に要する費用の額  

 

 

写し等の作成の方法  費 用 

電子複写機による写し  

（Ａ３判、Ａ４判、Ｂ４判又はＢ５

判） 

１枚につき１０円 

（用紙の両面に複写した場合は、

１枚につき２０円）  

フルカラー電子複写機による写し  

（Ａ３判、Ａ４判、Ｂ４判又はＢ５

判） 

１枚につき１００円  

（用紙の両面に複写した場合は、

１枚につき２００円）  

上記以外の方法により写しを作成

した場合 
実 費 

光ディスク（ＣＤ－Ｒ）に複写した

もの 
１枚につき１００円 

光ディスク（ＤＶＤ－Ｒ）に複写し

たもの 
１枚につき１２０円 

その他の記録媒体に複写した場合  実 費 


